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 IPCC第6次評価報告書（AR6）では、技術積み上げ評価の結果として、「100 $/tCO2eq

以下のコストの緩和オプションで、世界全体GHG排出量を2030年までに少なくとも2019

年レベルの半分に削減しうる。その削減ポテンシャルの半分以上は、20 $/tCO2eq以
下」とした。

 他方、同じAR6では、統合評価モデルIAMsによる、多数のモデルのシナリオ分析からは、
これよりも相当小さな削減ポテンシャルが提示された。

 技術積み上げ評価と現実で観測される投資行動、機器選択とのギャップや、技術積み上
げ評価とIAMsの分析・評価におけるギャップについては、従来から、主観的割引率
（Implicit Discount Rate: IDR）を中心とした論点で、多くの論考が存在する。しかし、
AR6では第12章Cross-sectoral perspectivesにおいては、技術積み上げ評価と
IAMsの分析の差異についての検討はなされているものの、IDRの視点での論考はほと
んど見られない。

 なお、IPCC第5次評価報告書では、IDR等の点から、技術積み上げ評価は誤解を与え
るとの指摘が執筆者会合で多く出され、採用しないこととした。

 他方、経済学では「資本のユーザーコスト」という概念が提示されており、資本を利用す
る際に、経済合理的に、年間支払うべきコストが算定され、経済指標からの具体的な算
定も多くなされてきている。しかし、エネルギー、気候変動対策評価の分野では、IDRは

比較的議論されるものの、資本のユーザーコストと関連づけた議論はあまり見受けられ
ない。

 このような状況において、AR6のコスト・ポテンシャル推計を中心にしつつ検証・考察する。
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１．世界および各国の排出動向



世界のCO2排出量の推移
5

出典）Global Carbon Project, 2023

◼ 経済とCO2排出量のカップリングは続いている。CO2排出も大きく減少したときは、経済（GDP、
所得）も悪化している状態。世界の排出量を簡単に減らせる状況にはない。
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世界のCO2排出量推計と2019年実績値：
IPCC第4次（2007年）、第5次（2014年）評価報告書

2019年CO2排出量：45 GtCO2/yr

AR5, Fig. 6.7

2019年CO2排出量：45 GtCO2/yr

AR4, Fig. 3.11

実際の排出は、過去のベースライン排出
量の上限程度を推移。意欲的な目標と、
実績との間のギャップが広がっている。



一人当たりCO2排出量：生産ベースvs消費ベース
7

出典）OECD, 2020

◼ 多くの先進国では、生産ベースよりも消費ベースの排出量が大きい。スイス、スウェーデン、英国、フラン
ス、米国などで特に差異が大きい。
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２． IPCC第6次評価
報告書におけるコスト・
ポテンシャル推計の記載
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世界の2030年の技術別のCO2削減費用とポテンシャル推計

SPM C12.1

（部門別、技術別の積み上げ評価から）
✓ 100 $/tCO2eq以下のコストの緩和オプ
ションで、世界全体GHG排出量を2030

年までに少なくとも2019年レベルの半
分に削減しうるだろう（確信度中位）。

✓ その削減ポテンシャルの半分以上は、
20 $/tCO2eq以下

WG3, Fig. SPM.7
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CO2削減費用とポテンシャル推計：注釈

相当多くの注釈
が入れられて
いる。

WG3, Fig. SPM.7

（注釈の例）
✓ 技術進展の想定、地域的な差異、設備規模などによって、コスト・ポテンシャルの不確実性は大きい。
✓ 代替元の技術（参照技術）の想定次第では、コスト・ポテンシャルは変化する。
✓ VREの系統統合費用は2030年までは大きくはないと想定し、統合費用は加えていない。
✓ 外部費用については加えていない。
✓ 原子力には、放射性廃棄物処分費用は入っている。（ただし”modeled costs”）



IAMsによる各シナリオのCO2限界削減費用（2050年）
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WG3, Fig. 3.33

✓ CNのような厳しい排出削減では、限界削減費用推計の幅も大きい。DACCS等の想定にも依る？



IAMsによる各シナリオのCO2限界削減費用（2030年）
12

✓ 部門、技術積み上げのコスト評価のFig. SPM7では、2030年の100 $/tCO2eq以下のポテンシャ
ルは、2019年排出量の少なくとも半分と評価（2019年排出量を59 GtCO2eq/yrとすると、29.5 

GtCO2eq/yr）。20 $/tCO2eqで少なくともその半分のポテンシャルとしており44.3 GtCO2eq/yr。
✓ 上記のグラフは、CO2なので、GHGとの2019年時点での差分 14 GtCO2eq/yr程度を単純に追加
すると、100 $/tCO2で、37～48 GtCO2eq/yr程度。20 $/tCO2程度では、49～58 GtCO2eq/yr程
度であり、統合評価モデルIAMの分析と、部門、技術積み上げのコスト評価のFig. SPM7では、か
なり大きな評価のギャップが見られる。（Fig. SPM7はかなり楽観的にコスト・ポテンシャルを推計）

100 $/tCO2

20 $/tCO2

WG3, Fig. 3.33



IPCC AR6の部門積み上げと統合評価モデルIAMの
コスト・ポテンシャルの評価の差異：2030年世界排出量見通し 13

Bottom-up studies

(IPCC Fig. SPM7)

IAMs

(IPCC Fig.3.33)

Below 20 

USD/tCO2eq

CO2 (30.3 GtCO2/yr) 35～44 GtCO2/yr

GHGs 44.3 GtCO2eq/yr
(49～58 

GtCO2eq/yr)

Below 100 

USD/tCO2eq

CO2 (15.5 GtCO2/yr) 23～34 GtCO2/yr

GHGs

29.5 GtCO2eq/yr

[ベースラインからの削減ポテンシャル：
38 GtCO2eq/yr (32～44 GtCO2eq/yr)]

(37～48 

GtCO2eq/yr)

注）CO2とGHG排出量の括弧の数字は、単純に2019年の世界排出量の差の実績値（14 GtCO2/yr）を用いて、
報告書記載の数値をCO2もしくはGHGに変換したもの



コスト・ポテンシャル推計のギャップ
14

a) 技術毎のコ
スト・ポテンシャ
ル推計からの
積み上げ評価

c) 技術積み上
げのエネルギ
ーシステムモ
デル（もしくは

IAM）：
DNE21+

d) 計量経済モデ
ル、CGEモデル

b) 技術積み上
げのエネルギー
システムモデル

参照技術に
差異

設備費の年次化
係数（投資の割
引率）に差異

技術の表現方法
に差異

個別技術の
特性を重視

観測されるマ
クロ指標の再
現性を重視

【参照技術】
対象技術毎に想定 vs 参照シナリオをモデル

で内生的に解法

【技術の表現】
詳細 vs             簡略化

【設備費の年次化】
市場割引率等 vs             主観的割引率

（部門・技術別に一定が多い） （部門・技術により差異有）

IAMs



コスト・ポテンシャル推計の課題：技術積み上げ vs IAMs
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技術積み上げ IAMs

DNE21+

経路依存性の考慮、異時点間の相互依
存性の考慮

× ○ ○

エネルギーシステム全体・緩和対策間の
整合性、部門間での２重計上の回避

× ○ ○

ベースラインとの整合性 × ○ ○

技術的詳細さ ○ ×～○
モデルによる

○

合理的なエージェントの想定ではなく、
現実の歪みを考慮

× ×～○
モデルによる

○

マクロ経済のフィードバック、リバウンド
効果等

× △～○
モデルによる

△

副次便益の考慮 △

基本的には未考慮
だが、考慮は可能

△

基本的には
未考慮だが、
考慮は可能

△

注） F. Kesicki, UCL (2011)を参考にRITEで整理



３．主観的割引率と資本の

ユーザーコスト



投資の割引率の影響因子例
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【技術固有によるもの】
• 技術が必ずしも成熟していない場合（CCS等）や社会的受容面で課題がある場合（原子力等）は、技

術のリスクが高いことから、高い投資リターンが求められる
• 製品価値の減耗：新たな製品・サービスへの変化が早ければ、当該製品の価値の減耗は早くなり、

割引率は高くなる。逆の場合は低くなる。（電力等エネルギー供給＜鉄，セメント等の素材供給（主に
エネルギー多消費産業）＜給湯，空調など（素材供給との大小関係は必ずしも明確ではない）＜ 照
明，冷蔵庫など＜テレビ，自動車など）

• 将来価格低減が期待できれば、投資を待つことが合理的となり、割引率は高くなる
【投資者，消費者の選好等】
• 資金制約、別の投資先のリターンが高ければ、その期待利益率が参照される
• 隠れた費用（投資検討にあたっての機会費用等）
• 消費者の選好：環境配慮型製品の購入（アーリーアダプター等）、（住宅等において）コベネフィットの

強い認識など
• 住宅などで耐用年数よりも居住者の寿命の方が短いと考える場合、割引率は高くなる
• オーナー・テナント問題など（民生部門）
• 限定合理性（人々の情報処理・判断能力の限界など）
【取引市場，投資環境等，周辺制度によるもの】
• エネルギー・気候変動政策等の不確実性が大きい場合、気候変動対策投資に対して、より大きなリ

ターンが求められる
• 炭素価格市場のボラティリティが高ければ、低炭素・脱炭素投資により大きなリターンが求められる
• 電力自由化の下、価格指標のボラティリティが大きければ、設備費の大きな電源（低炭素・脱炭素電

源）への投資には、より大きなリターンが求められる
• 四半期決算などの下では短期の投資回収が志向されやすい
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主観的割引率の計測例（家庭用機器等）

出典）和田他、Anderson、Dubinをもとに作成

✓ 通常の割引率（5%/yrなど）とは異なり、かなり高い主観的割引率が計測されている。
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資本のユーザーコスト

Jorgensonの新古典派投資理論において企業の最適化行動を考慮して定式化された

資本のユーザーコストは，資本財からのサービスを得るために投資家が支払わなけ
ればならない費用として定義され、以下の式で表される（一部、簡略化して表
示）。機器のレンタル価格にも相当する。

𝑃𝑘𝑗𝑡
𝐾 = (𝑟𝑘𝑗𝑡 + 𝛿𝑘𝑗𝑡 − 𝜋𝑘𝑡) ⋅ 𝑃𝑘𝑡

𝐴

資本のユーザーコスト（Pt
K）、資本取得価格（Pt

A）、 t時点における実質利子率等（rt）、減価
償却率（）、資本財価格の変化に伴うコスト（）、資産の種類（k）、国あるいは経済主体（j）
資本取得価格（Pt

A）に対する係数（rkjt＋kj－kt）は通常，年次化要素（annualization 

factor）と呼ばれる

✓ 経済指標と整合的な形で、様々な資本のユーザーコストの推計もなされている。

✓ 「主観的割引率」は、機器等の導入側や制度面に主に焦点を当て、限定合理的な行動
等から生じる高割引率について説明を試みているが、「資本のユーザーコスト」は、主に
資本財に焦点を当て、合理的な割引率について論じている。

✓  「資本のユーザーコスト」の計測においては、 「主観的割引率」で論じられる、限定合理
的な要素等は、r, ,  それぞれのパラメータの数値に内包された形で、推計されている
と考えられる。



４．DNE21+モデルによる排出削減ポテ
ンシャル・コストの分析とIPCCとの比較



温暖化対策評価モデルDNE21+の概要
(Dynamic New Earth 21+)

 各種エネルギー・CO2削減技術のシステム的なコスト評価が可能なモデル

 線形計画モデル（エネルギーシステム総コスト最小化。決定変数：約1千万個、制約条件：約1千万本）

 モデル評価対象期間： 2000～2100年（代表時点：2005, 10, 15, 20, 25, 30, 40, 50, 70, 2100年）

 世界地域分割： 54 地域分割（米国、中国等は１国内を更に分割。計77地域分割）

 地域間輸送： 石炭、原油・各種石油製品・e-fuels、天然ガス・e-methane、電力、エタ
ノール、 水素、アンモニア、CO2

 エネルギー供給（発電部門等）、CO2回収・利用・貯留技術（CCUS）を、ボトムアップ的に
（個別技術を積み上げて）モデル化

 エネルギー需要部門のうち、鉄鋼、セメント、紙パ、化学、アルミ、運輸、民生の一部につ
いて、ボトムアップ的にモデル化。その他産業や民生においてCGSの明示的考慮

 国際海運、国際航空についても、ボトムアップ的にモデル化

 500程度の技術を具体的にモデル化、設備寿命も考慮

 それ以外はトップダウン的モデル化（長期価格弾性値を用いて省エネ効果を推定）
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・中期目標検討委員会およびタスクフォースにおける分析・評価
・国内排出量取引制度の検討における分析・評価
・環境エネルギー技術革新計画における分析・評価
・第6次エネルギー基本計画検討における2050年CN分析
はじめ、気候変動政策の主要な政府検討において活用されてきた。またIPCCシナリオ分析にも貢献
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DNE21+における投資の割引率の想定

注）一人当たりGDPに応じ、地域別・時点別に記載の範囲内で想定。日本は時点に依らず、下限値（赤字）

モデル標準想定の割引率

発電 8% ～ 20%

その他エネルギー転換 15% ～ 25%

エネルギー集約産業 15% ～ 25%

運輸

自動車 30% ～ 45%

(環境購買層) 10%

トラック、バス等 20% ～ 35%

民生（業務・家庭）

コジェネ 15% ～ 25%

給湯、冷暖房等 20% ～ 35%

冷蔵庫、照明等 25% ～ 40%

投資の割引率（「資本のユーザーコスト」における年次化要素に相当）の想定

✓ 先述のように、「主観的割引率」の用語は、限定合理的な行動等から生じる高割引率について説明がなされること
が多いが、マクロ経済全体との整合性については焦点が当てられていない。他方、「資本のユーザーコスト」にお
ける年次化要素（割引率相当）は、経済指標と整合的な形で計測がなされており、より包括的と考えられる。

✓ DNE21+はエネルギーシステムとしての全体整合性を重視していることから、誤解を避けるために、ここでは「主観
的割引率」とはせずに、年次化要素にあたる「投資の割引率」として記載している。



世界の2030年の部門別・技術別の排出削減ポテンシャル・コスト
ー標準技術シナリオ・標準割引率ー

石炭火力(+バイオマス混焼)、ガス火力にCCS導入

石炭火力の高効率化、
ガス火力への転換

石炭からバイ
オマスへ転換

鉄鋼、化学部門、セメント部門にCCS導入

化学部門での石炭からガスへの転換、エネ
ルギー寡消費産業での省エネルギーなど

各種電気機器での省エネルギーなど

バイオマス専焼にCCS導入

生コンクリートの
CO2微量吸収・硬化促進

CO2吸収済コンクリート
製品(道路用)

2015年比 +13% 

(45.7 GtCO2/yr)

2015年CO2排出量
(40.5 GtCO2/yr)

バイオマス専焼にCCS導入

HEV

バイオ燃料

HEV

HEV

原子力発電

太陽光, 

風力発電

バイオ
燃料

BECCS

CCS (BECCS含む)

IPCC積み上げ評価の100 $/tCO2

削減ポテンシャル：ベースライン比 

▲29 GtCO2/yr (▲24～▲36

GtCO2/yr)
注）CO2とGHG排出量の括弧の数字は、
単純に2019年の世界CO2とGHG排出量
の比率（76%）を用いて、CO2換算した場合

IPCC IAMsの100 $/tCO2の
2030年CO2排出量見込み：
34～23 GtCO2/yr

IPCC IAMsの20 $/tCO2の
2030年CO2排出量見込み：
44～35 GtCO2/yr
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PHEV, BEV

世界の2030年の部門別・技術別の排出削減ポテンシャル・コスト
ー標準技術シナリオ・割引率5%/yr一定ー

割引率標準想定時の
ベースライン排出量:

45.7 GtCO2/yr

石炭からバイオマスへ転換

化学部門での石炭からガスへの転換、エネ
ルギー寡消費産業での省エネルギーなど

各種電気機器での省エネルギーなど

生コンクリートの
CO2微量吸収・硬化促進

バイオマス専焼
にCCS導入

CO2吸収済コンクリ
ート製品(道路用)

石炭火力の高効率化、
ガス火力への転換

石炭火力(+バイオマス混焼
)、ガス火力にCCS導入

鉄鋼、化学部門、セメ
ント部門にCCS導入

バイオマス専焼にCCS導入

バイオマス専焼
にCCS導入

標準割引率想定時のベースライン比（負のコスト
の排出削減ポテンシャル）▲3.8 GtCO2/yr

これには、
- ハイブリッド自動車hybrid vehicles

- 建物の暖房需要の電化
等が含まれる

バイオ燃料

バイオ燃料

原子力発電

BECCS

IPCC積み上げ評価の100 $/tCO2削減ポテンシャル：ベース
ライン比 ▲29 GtCO2/yr (▲24～▲36 GtCO2/yr)
注）CO2とGHG排出量の括弧の数字は、単純に2019年の世界CO2と
GHG排出量の比率（76%）を用いて、CO2換算した場合。排出削減ポテン
シャルは、標準割引率想定時のベースライン排出量からのポテンシャル

太陽光, 

風力発電

CCS 

(BECCS含む)
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2030年の部門別の排出削減ポテンシャル・コスト：IPCC比較
ー標準技術シナリオー

IPCC AR6

DNE21+ (an IAM)

USD/tCO2eq

投資割引率：標準

投資割引率：一律5%/yr

注）割引率5%/yrのケースのベースラインは
割引率標準ケースのものを採用して表示
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2030年の各種エネルギー供給技術の導入量：IPCC比較
ー標準技術シナリオ・再エネ等コスト低減シナリオー 26

✓ RITEの推計は、IPCC IAMsと整合的な水準
✓ 割引率を5%/yrと想定すると、IPCC部門別・技術別推計に近くなる。
✓ ただし、DNE21+モデルでは、系統対策費用の考慮があるため、太陽光、風力発電については、若干、小さい推計
となる傾向有。系統統合費用をゼロと想定すると（IPCCの積み上げ評価と同様）、IPCC積み上げ評価と同等以上
の太陽光、風力発電の経済的ポテンシャルが推計される。
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５． まとめ



IPCC AR6の第12章では技術積み上げ評価とIAMs推計の差異として以下の理由が挙げ
られている。

【エネルギー供給部門】

 IAMsのシナリオ登録は2015年からなされており、最新の太陽光や風力のコスト低減
の状況が十分反映されていないため

【民生部門・運輸部門】

 IAMsでは負のコストの排出削減ポテンシャルはベースラインに含まれているため

 IAMsではエネルギーサービス需要の低下やモーダルシフトはあまり想定されていな
いため

【産業部門】

 技術積み上げ評価では、資源循環を想定しているケースが多い一方、IAMsの多くで
は未考慮なため

【全般】

 全体として、IAMsでは一部の技術について考慮されていないため

IPCC報告書で言及の技術積み上げ評価と
IAMs推計の差異の理由 28



本分析等を踏まえると、（IPCC AR6などで示されている）技術積み上げ評価とIAMs推計
の差異の主要な理由として以下が考えられる。

【全般】

 全体として、技術積み上げ評価では、現実の社会に存在している、様々な技術普及障
壁が考慮されていないため

【エネルギー供給部門】

 技術積み上げ評価では、太陽光や風力の系統統合費用が考慮されていないため

【民生部門・運輸部門】

 IAMsでは負のコストの排出削減ポテンシャルはベースラインに含まれているにも関わ
らず、技術積み上げ評価ではIAMのベースライン排出を利用しており、技術積み上げ
評価ではダブルカウントしているため

 IAMで低割引率想定をすると、電化の対策（EV、HP暖房・給湯、CGSなど）がより進
展する結果とはなるが、現実には初期費用が高い技術は導入されにくい

【産業部門】

 技術積み上げ評価では、資源循環を想定しているケースが多い一方、IAMsの多くで
は未考慮なため、IAMsでは削減ポテンシャルを過小評価しているかもしれない。他方、
技術積み上げ評価では、世界全体での鉄スクラップ量の制約などが未考慮であって、
技術積み上げ評価の方が、現実よりも過大な削減ポテンシャル推計となっている可能
性も十分に高い

29

本分析から推察される技術積み上げ評価とIAMs推計の
排出削減ポテンシャルの差異の主な理由（RITEの見方）



 IPCC報告書が提示した部門・技術積み上げの排出削減ポテンシャル・コスト推計は、低コスト
でかなり大きな排出削減ポテンシャルを提示している。しかし、世界排出量は増大しているほ
か、実態とかけ離れた推計と見られる。

 また、同じIPCC報告書でも、統合評価モデルIAMsは、保守的な排出削減ポテンシャルを推
計しており、大きな乖離が見られる。

 従来から、部門・技術積み上げの排出削減ポテンシャル・コスト推計は過大な排出削減ポテ
ンシャルを示す点について、とりわけ「主観的割引率」によって説明がなされてきた。

 他方、気候変動対策の研究コミュニティーでは、あまり議論がなされないものの、「資本のユー
ザーコスト」として、より経済全般にわたる整合性との関係から投資の割引率が以前から議論
がなされ、各種計測もなされている。

 本報告では、技術積み上げ評価モデルであるDNE21+の推計が、IPCC報告書のIAMs推計
の中位的な推計結果を示していることを確認した上で、投資の割引率の想定を、国・部門・技
術・利用者によって差異のある割引率から、部門・技術積み上げ評価でよく利用される、
5%/yrで一律に設定した場合の試算を実施。このとき、とりわけ、運輸部門の推計は、 IPCC

報告書が提示した部門・技術積み上げの排出削減ポテンシャル・コスト推計に近づくことを確
認した。

 また、変動性再生可能エネルギーの経済的ポテンシャル推計は、系統統合費用の考慮の有
無の影響が極めて大きいことを確認した。

 個別技術のコスト低減だけではなく、DX等によって低廉に「隠れたコスト」を低減する方策を見
つけ、実施していくことが、大幅な排出削減を実現するために極めて重要

 排出削減ポテンシャル・コスト推計は、技術選択、政策検討の基礎となるもの。誤った理解に
基づく推計は、コスト効率的な対策、そしてそのための政策を歪めかねないので注意が必要

まとめ
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